
見積内訳総括表の工事価格欄の記載について 

 

工事請負契約に係る入札の参加者は、福島県工事等競争入札心得（以下「心得」という。）

第５条により見積内訳総括表（低入札価格調査事務処理要領様式第６号）を提出すること

となっていますが、直接工事費、共通仮設費、現場管理費、一般管理費の合計金額を四捨

五入や、切り上げ、切り捨て等を行って工事価格欄に記載し、その額が合計金額と一致し

ていない場合は、計算誤りと判断し、心得第６条第１項第 12 号の規定により、その見積内

訳総括表は入札金額の根拠資料として不適切なものと見なし、入札書を無効として取り扱

いますので、ご注意下さい。 

 

（参考）福島県工事等競争入札心得（抜粋） 

 （見積内訳総括表の提出） 

第５条：入札参加者は、工事の請負契約に係る入札の場合又は入札事務を所掌する課長

又は公所長（以下「入札執行者」という。）が求めた場合は、入札書に加えて入札書

に記載された入札金額に対応した見積内訳総括表（低入札価格調査事務処理要領様式

第６号）（以下「入札書等」という。）を提出しなければならない。 

（入札書の無効等） 

第６条第１項：次の各号のいずれかに該当する入札書は、無効とする。 

  (１)～(11) （略） 

(12)金額の記入漏れ、計算誤りなど、見積内訳総括表が入札金額の根拠資料として

不適切な場合の入札書 

   (13)～   （略） 

 

 

 

 



入札書が無効となる見積内訳総括表の記入例

　上記の例のように数字が記入されている場合、直接工事費（a）、共通仮設費（b）、

現場管理費（c）、一般管理費（d）の合計は、４６，１２５，７６１となるので、工事

価格（e）欄には４６，１２５，７６１と記入しなければなりませんが、上記の例では千

円未満の数を切り捨てて記入しています。この様に、切り上げ、切り捨て、四捨五入等

により(e)＝(a)＋(b)＋(c)＋(d)とならない数字が記入されている場合、その見積内訳総括

表は入札金額の根拠資料として不適切なものとみなし、その入札書は無効とします。

　また、上記の例の場合で、入札書には４６，１２５，７６１と記入されていても、心

得第６条第１項（10）の規定「見積内訳総括表の積算価格と入札金額が一致しない入札

書」に該当するため、その入札書は無効とします。

様式第６号 

 

見 積 内 訳 総 括 表 

 

工 事 番 号 第   ○○－○○○○○－○○○○  号 

工  事  名 ○○○○○○○○○○ 工 事 

商号又は名称 株式会社○○○○○建設 

 

本 工 事 費 入札金額の内訳（円） 

直接工事費 ：(a) ３４，７８０，５５４ 

共通仮設費 ：(b)  １，７２１，６４４ 

現場管理費 ：(c)  ５，０２６，３５２ 

一般管理費 ：(d)  ４，５９７，２１１ 

工事価格（入札金額、税抜き）： 

(e)＝(a)＋(b)＋(c)＋(d) 

４６，１２５，０００ 

 

（記載上の留意事項） 

１ 入札金額の内訳は、スクラップ控除による減額がある場合、又は、一括計上価格を

積上げる場合は、別記４に留意し記入すること。 

２ 直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費に計上する内容は、県の積算

基準（公表）によるものとする。ただし、別途、入札説明書等で扱いを示された場合

はそれに従うものとする。 

３ 直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費の１つでも記入がない場合、

当該入札書を無効とする。 

４ 本書は、入札書に併せて中封筒に入れ、封かんの上、送付すること。 

５ 一般競争入札（ＷＴＯ）に付された工事の場合には、入札金額の内訳は、別途作成

している見積内訳書の金額と合わせること。また、見積内訳書は中封筒に入れること。 


